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１ はじめに 

 2023 年は SDGs 対象期間の折り返し点に当た

るが，Sustainable Development Report1) によれば，

海洋環境に係る SDG14「海の豊かさを守ろう」

の世界平均の達成度は，4 段階のうち最低ラン

クにあたる"Major challenges"と評価された。

2030 年の目標達成が困難なことが浮き彫りに

されたといえるが，その最大の原因が海洋プラ

スチック汚染であることは言を俟たない。プラ

スチックの海洋流出がはじめて確認されたのは

1950 年代とされる 2) が，今では流出量は年間

800 万トン以上に増加，対策を講じなければ

2050 年までにその総重量が魚類を上回る 3)と推

計されている。こうした深刻な海洋プラスチッ

ク汚染の中でも近年世界的に注目されているの

が，マイクロプラスチック（以下，MP）である。

MP のサイズは，国連の海洋汚染専門家会議

（GESAMP）では 5mm 以下 "an upper size limit 

of 5mm" 2) と定義しているが，環境省は "5mm

未満" 4) と整理している。5mm を境にサイズを

区切るという点で両者に本質的な違いはない。

MP は，樹脂ペレットやスクラブ剤として化粧

品に含まれるマイクロビーズのように小さなサ

イズに成形され外的作用による細片化をあまり

受けずもとの形状を保持している一次 MP と，

プラスチック製品などが環境中で劣化し細かく

砕けた二次 MP に大別され，形態や材質が多様

である。 

 微小なプラスチックが海洋生物の脅威となり

うることが初めて指摘されたのは 1972 年 5) で

あるが，そのリスクが本格的に世界で共有され

たのは MP の定義が定まる 7 年前，微小プラス

チックが海洋中の希薄な有害化学物質を高濃度

に吸着し海流に乗ってこれを遠隔地へ輸送する

媒体として振る舞う 6) ことが指摘された 2001

年以降である。MP の海洋中の総量はおよそ 5

兆個 7) と推計されているが，その分布は一様で

はなく，環流に集積する傾向があり，その挙動

は粗大なプラスチック漂流物と共通する。北太

平洋環流に近い日本近海も MP の漂流量が多く，

個数濃度は 172 万 pieces/km2 で全海洋平均の 27

倍も高い 8) という推計値もある。すなわち，日

本近海は MP の削減対策を積極的に推進すべき

海域であるといえる。 

 MP の削減について国際的な議論が本格化し

たのは，2015 年のエルマウサミットからである。

これ以降，欧米諸国は，マイクロビーズの化粧

品使用の禁止（米，2015 年），使い捨てプラスチ

ック容器の利用禁止（仏，2016 年）などの法制

化や使い捨てプラスチックの流通禁止を目的と

した特定プラスチック環境影響低減指令の発効

（EU，2019 年）などの対策を速やかに開始した。

Jambeck et al.9) は，海洋に流出しうるプラスチ

ックの利用区域を海域から 50km 圏として，そ

こからの流出量が 2010 年において 480～1,270

万トンあり，その 1/3 が中国やフィリピンに由

来すると推計している。海流によって遠隔地か

ら輸送されるという MP の典型的な挙動を考え

れば，日本近海の MP 削減には黒潮上流に位置

する東アジア地域の対策の推進が不可欠といえ

るであろう。一方，国内からも河川を通じて MP

が海域へ流出していることが確認されているこ

とから 10, 11)，前述の国際的な対策のみならず，

国内対策を進めることも重要である。MP 削減

に資する主要な国内対策には，MP の各種製品

への使用抑制や排出削減の努力義務を規定した
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海岸漂着物処理推進法の改正（2018 年），使い

捨てプラスチックの排出削減目標や使用済みプ

ラスチックのリユース･リサイクル目標を設定

したプラスチック資源循環戦略の策定（2019

年），多様なプラスチック製品に関する包括的な

資源循環体制を強化する仕組みを導入したプラ

スチック資源循環促進法の制定（2021 年）など

があげられる。 

 神奈川県では，こうした内外の状況に歩を合

わせて，2016 年の県議会第 3 回定例会で神奈川

県沿岸域の MP 問題が取り上げられ，地方自治

体としてできる削減対策の基礎となる調査研究

の推進が要望された。神奈川県環境科学セン

ター（以下，環境科学センター）では，この要

望を踏まえ，翌 2017 年から相模湾を対象に MP

の調査研究に着手した。地方自治体としては最

も早い時期から取組を開始し，現在まで継続し

て実施している。海洋 MP に対する調査研究の

取組分野は，①環境中の分布と挙動の解明，②

発生源の解明，③MP に由来する化学物質量の

実態把握，④生態系･人健康への影響評価，⑤モ

ニタリング手法の構築，⑥環境中分布の将来予

測，⑦代替物質･技術の開発，の 7 分野に概ね区

分できると思われる。環境科学センターでは，

地方自治体が実施する削減対策に資するという

視点から，①～③の分野を対象に，ローカルな

実態把握と発生源の解明につながる調査研究を

実施してきた。 

 本稿では，これまでに環境科学センターが実

施した海岸漂着 MP に関する研究のうち①及び

②に関する調査に焦点を当てる。これまで不明

な点が多かった発泡スチロール破片の挙動に着

目してこれらの調査結果を改めて整理し，相模

湾の MP 漂着の特徴を明らかにするとともに，

そこから浮かび上がる海洋プラスチック汚染の

課題についても言及する。なお，本稿に掲載し

た MP のサイズは，前述の GESAMP の定義で整

理したものである。 

 

２ 海岸の漂着マイクロプラスチック調査 

２．１ 調査手法の確立 

 日本近海の MP の漂流量は，環境省が 2014 年

から調査しており 12) ，その方法はニューストン

ネットを使用し海面を漂流する MP を採取する

もので，世界的にもこの手法を用いた研究例が

多い 13)。これに対し，環境科学センターは漂流

MP ではなく，海岸の漂着 MP に着目し，これ

を採取する方法を選択した。これは，次の理由

による。 

 陸域近傍に漂流する MP は，サイズが数 mm

程度までは near-shore trapping14) により海岸漂

着と流出を繰り返し，その過程で紫外線による

光酸化分解により細片化が進行 15) するが，数

mm 以下に破砕されると near-shore trapping が効

かなくなり，沖合に広がる 14) ことがわかってい

る。この陸域近傍の MP の挙動は，東京湾，駿

河湾，伊勢湾及び瀬戸内海でニューストンネッ

トを用いて行われた漂流 MP 調査 16) と環境科

学センターが行った相模湾沿岸の漂着 MP 調査

のサイズ分布の比較からも明らかである。漂流

MP では 1.6mm 以下の MP が全体の 60％を占め

るのに対し，漂着 MP ではその半分の 31％であ

り 17) ，沖合には沿岸に比べてサイズの小さな

MP の漂流量が明らかに多い。この MP の分布

からいえることは，海岸は MP の製造現場であ

ると同時に，その漂着量は沖合とは異なる陸域

近傍の漂流状況を直接反映する，ということで

ある。つまり，ローカルな陸域近傍の分布状況

を把握することは漂着 MP でも可能と考えられ

る。漂着物採取は，試料採取に要する手間や経

費の点で海上の漂流物採取より優れており，後

述するように一般参加を前提とした調査にも活

用できることから，地方自治体が行う調査の手

法としてメリットが大きい。しかし，検討を始

めた時点では，漂着 MP の定まった調査法はま

だなかったため，まず，試料採取法の検討から

着手した。 

 海岸では，漂着 MP は満潮線上に偏在してい

る。ここに一定面積を持つ採取区画を設け，区

画内の漂着物を砂ごと採取しメッシュサイズ

4.75mm の篩を通過したものを 1 つのサンプル

とする試料採取法を検討した。満潮線は，漂着

物が汀線と平行に帯状に連なる形状を呈してい

るが，漂着物が集積する幅は数 10cm 程度のた

め，採取区画の一辺は満潮線の幅をはみ出さな

い長さとして 40cm とした。40cm 四方の採取区

画内の漂着物を表面から 3cm分を砂ごと採取す

ると，サンプル量は小型の家庭用バケツ半分程

度となる。試料採取後に実験室に持ち帰ってか

ら行う篩分けと比重分離を用いた MP 分取工程

の作業量を考慮すると，現場での採取量はこの

程度が上限と考えている。 
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 三浦半島突端の城ヶ島と真鶴岬を繋ぐ相模湾

の海岸の総延長距離は 154km18) に及ぶ。長い海

岸線を持つ相模湾沿岸の漂着 MP 調査の本質は，

複数の海岸の漂着状況を比較することに他なら

ない。具体的には，海岸ごとのサイズ別の漂着

個数分布を比較することで，漂着状況の違いを

見ることになる。複数の海岸の状況を統計的に

適正に比較するためには海岸ごとの漂着状態の

代表値を求める必要があるが，これは採取区画

を設ける位置とサンプルの採取数に大きく依存

すると考えられる。検討の結果，満潮線上の漂

着物が多いところを目視で 2 か所選んで採取点

とし，そこに採取区画を設けて得られた 2 サン

プルの平均値をその海岸の代表値とする方法を

設定した 19) 。木片などの漂着物が多いところに

は MP も多く漂着しており，そこを狙って採取

していることから，この方法で得られる代表値

は満潮線上の最大ベースの漂着量といえる。漂

着物の多寡は目視で判別するため恣意性を排除

しきれないが，均等間隔で設定した採取点から

得られる平均ベースの数値と比べてばらつきが

少なく 19) ，代表値として優れていると考えてい

る。 

２．２ 黒潮の湾内流入がない場合の漂着状況 

 MP の劣化反応による細片化は主に砂浜で進

行すること 15) 及び調査場所の条件をそろえや

すいという地形的特徴を踏まえ，調査対象海岸

は，砂浜海岸の中から選定した（図１）。相模湾

沿岸では，東から逗子海岸，鵠沼海岸，高浜台

海岸及び山王網一色海岸の 4 か所，これに比較

のため東京湾側の久里浜海岸を加えた 5 か所を

定点として調査を実施した 17) （以下，海岸名称

から海岸の語を省略して記載）。これらの海岸は

いずれも河口に隣接しており，相模湾の 4 か所

については調査地点を河口の西側に設定した。

相模湾には反時計回りの循環流（図１拡大図部

分に表示）が常在し，伊豆小笠原海嶺上を通過

する黒潮軸流の位置に応じてその潮流の強弱が

変動する 20)。この循環流は，黒潮が沖合で南下

すると潮流が弱くなったり，逆向きになるケー

スもある 20) ようだが，大抵の場合は反時計回り

で，その場合，沿岸部では西向きの流れとなる。

調査地点を河口の西側に置くことで，潮流に運

ばれる海上の漂流 MP と河口から流出する内陸

由来の MP をともに採取することができる。調

査は天候による変動をできるだけ排除できるよ

うに，荒天時調査を除き前 10 日間に平均風速

10m/s 超，時間雨量 10mm 超の強風，強雨がな

い日に試料採取を行った 17)。 

 2017 年 5 月から 2018 年 5 月までに，入込観

光客の影響で砂浜が荒れる夏期を除いた 3 シー

ズンに延べ 15 回調査を行った。この一連の調

査で採取した漂着 MP は，非定常排出による漂

着分を除く 21) と，85％が二次 MP でその形態は

ほとんどが破片であり，材質はポリエチレン

24％，ポリプロピレン 18％，最も漂着量が多か

ったのはポリスチレンの 52％（以下，これら 3

種を主要 3 材質と総称）であった 22)。このうち，

ポリスチレンは，ほぼすべてが発泡スチロール

破片であった。発泡スチロール製の梱包材で保

護された製品の箱を開封したとき，梱包材のく

ずが箱の内部に残っている様子を目にすること

がある。海岸に漂着する発泡スチロール破片は，

この箱に残ったくずを押しつぶしたような形状

をしており，色はもとの白色の場合もあるが，

汚れが付着して薄灰色～薄褐色を呈しているも

のも多く，環境中での滞留時間が長いことを伺

わせる。主要 3 材質は見かけの比重が 1 より小

さく海面に浮くため，満潮線上の MP の大部分

を占める。この期間の試料採取時には，伊豆諸

島北部から相模湾にかけて冷水域が存在した影

響で，平年に比べて黒潮の相模湾への流入は少

なく，相模湾への黒潮の影響は平年より弱かっ

① 逗⼦海岸 
② 藤沢･鵠沼海岸 
③ 平塚･⾼浜台海岸 
④ ⼩⽥原･⼭王網⼀⾊海岸 
⑤ 横須賀･久⾥浜海岸 
⑥ 島根･古浦海岸 

⼤島⻄⽔道 

⿊ 潮 

対 ⾺ 海 流 

佐陀川 

⑥ 

宍道湖 

⽇本海 

相模川 引地川 ⽥越川 

酒匂川 
① ② ③ 

④ 
⑤ 

平作川 湾内循環流 

図１ 調査地点図 
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たことを確認している 17)。15 回の調査のうち，

2017 年及び 2018 年の 5 月の調査結果から非定

常排出による漂着分を除外して算出した平均的

な漂着状況を図２に示した 22)。5 月は梅雨によ

る出水期前であり，天候も比較的安定していて

各海岸の年間を通じた平均的な状況の比較に適

当と考えられる。 

 この結果を見ると，漂着状況は海岸によって

大きく異なることがわかる。もし，黒潮によっ

て相模湾内に流入する外洋由来の MP の影響が

大きければ，黒潮流入によって強められた湾内

循環流 20) の作用で相模湾沿岸の 4 つの海岸の

漂着状況は類似したものとなると推測されるが，

そのようにはならなかった。この漂着状況の違

いは，外洋由来の MP より，河川を経由して内

陸から湾内に流出した MP，すなわち内陸の発

生源の違いが大きく影響していると推測される。 

 漂着 MP が近隣の河川を経由して海岸に到達

したことを立証するため，吸着化学物質を指標

として鵠沼と引地川を対象に調査を行った。引

地川は流域の発生源の関係で河川水中の有機フ

ッ素化合物の一種パーフルオロオクタンスルホ

ン酸（PFOS）の濃度が特異的に高い 23)。一方，

鵠沼の海水の PFOS 濃度は河川水に比べてかな

り低いのに対して，鵠沼の漂着 MP の PFOS 吸

着量は他の海岸のものに比べて特異的に高かっ

た 22)。これらの結果及び漂着 MP に吸着した

PFOS の MP/水分配係数の検討から，鵠沼に漂

着した MP に吸着した PFOS は引地川を流下中

に河川水から吸着したと考えるのが合理的であ

ることがわかった 24)。 

 黒潮の影響が弱ければ河川流出の影響が相対

的に強く出るのは当然の帰結ともいえるが，相

模湾沿岸に漂着する MP には内陸由来のものが

相当量あり，内陸における削減対策が大きな意

味を持つことをこれらの結果は示唆しているわ

けであり，その意味で重要なデータであると考

えている。 

２．３ 漂着量の面的把握 

 相模湾沿岸の漂着 MP 調査の定点は，自前の

調査としては作業量の観点から前述の 4 か所が

限界であるが，定点以外の海岸の漂着状況も興

味深い課題といえる。MP 問題は一般の方々の

関心も高いため，一般参加による調査を企画し，

2019 年 10 月から翌年 1 月の期間に調査を行っ

た。この調査は，クラウドファンディングで集

めた資金で採取器具を調達し，参加を希望する

一般の方々に貸し出して希望する海岸で試料採

取を行い，分離した MP を環境科学センターに

持ち込んでもらい，MP のサイズの計測と材質

判別は環境科学センターが行うという分担で実

施した。 

 一般参加型調査の試料採取の方法は，定点調

査の方法と比べると，40cm 四方の採取区画内の

満潮線の漂着物を表層から 3cm分砂ごと採取す

る点は共通しているが，次の点で作業手順を変

更している（（ ）内に定点調査の方法を記載）。 

(1) 有色の MP が凡そ 100 個集まるまで場所を

変えて最大 10 回まで採取を繰り返す（漂着物

が多い部位を 2 点選んで採取） 

PE PP

830pieces/m2

1 2 3 4 5
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図２ 各海岸の春期における代表的なマイクロプラスチック漂着状況 22) 

2017 年及び 2018 年の春期漂着量の非定常漂着分補正後の平均値。図中の数値は，総漂着

数を表し，PE はポリエチレン，PP はポリプロピレン，PS は発泡性のものを含むポリスチ

レンを表す。 
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(2) 4.75mm の篩を通過し 2.00mm の篩上の残留

物を MP 分取の対象サンプルとする（MP 分

取対象サンプルは 4.75mm の篩通過物全量） 

(3) 対象サンプルからピンセットを用いて目視

で MP を分取する（目視によるピンセット分

取と水道水による比重分離を併用して分取） 

上記の変更は，海岸において MP の分取までの

操作が完了するよう，比較的短時間で誰にでも

できる手順として設定したものである。分取は

最終的に目視によることから，見た目では MP

とは判別しずらい形状のもの（例えば，汚れた

発泡スチロール破片や後述する被覆肥料殻など）

は写真を提示して説明し，取り漏らしがないよ

うに配慮した。 

 一般参加型調査の調査地点は東京湾側の 2 か

所を含む 27 か所となった。このうち漂着個数

が最大となったのは茅ケ崎市のヘッドランドで

あり，樹脂ペレットの比率が他の調査地点に比

べて突出して高かった 25)。ヘッドランドは海岸

の浸食を防ぐために作られた T 字型の突堤で，

潮流が海岸と突堤の間に回り込み砂が沖合に流

されるのを防ぐ機能を持っているため，MP を

含め海上の漂流物が集積しやすい地形といえる。

付近に河口は存在しないため，この地点の MP

漂着の機序は定点の 4 か所の海岸とは異なり，

相模湾内の漂流 MP のみが関与しそれが潮流と

地形の影響により漂着することが判明した 25)。

図２に示した定点の漂着状況を見ると，漂着

MP のパターンは，主要 3 材質が混在する型（高

浜台，鵠沼），ポリスチレンが優勢な型（山王網

一色，久里浜），総漂着量が非常に少ない型（逗

子）に分けられるが 17)，一般参加型調査ではこ

れ以外にポリエチレンが優勢な型（鎌倉市･由比

ガ浜，鎌倉市･材木座など）とポリプロピレンが

優勢な型（二宮町･中村川河口，大磯町･葛川河

口）が存在することが判明した 25)。 

 2mm 以下の MP が採取できない一般参加型調

査では，定点調査の結果とは直接の比較はでき

ないものの，海岸地形によっては内陸由来の

MP の影響を一切受けない漂着が発生する場所

があることや内陸の発生源の多様性など，定点

調査だけでは把握できなかった情報が得られた。

こうした一般参加型調査は，人員や予算の限ら

れた地方自治体の研究機関としてメリットの大

きな調査手法と考えられるため，今後も活用が

期待される。 

２．４ 天候及び季節による漂着量の変動 

 2018 年 5 月までに実施した定点の調査のう

ち，2017 年 9 月は荒天時調査として平成 29 年

台風 18 号最接近日の 4 日後に実施した 17)。こ

れを含め 2018 年 11 月までに調査を 5 回行った

高浜台の MP 漂着量と材質構成の推移を図３に

示した 22)。図３の 5 回の調査のうち 2018 年 5

月までの 4 回は，相模湾内に黒潮の流入がなか

ったことは前述のとおりである。 

 台風直後の 2017 年 9 月の漂着量は，年間を

通じた最大値に近いと考えている 22)。この台風

は 9 月 17 日午後に大阪付近に再上陸し北東方

向に本州を縦断し，神奈川県に最接近したのは

中心位置が平塚から約 220km 離れた新潟県上

越市付近にあった 17 日夜半と推定される 26)。

このときの気象状況の特徴は，相模湾で南～南

南西の 10m/s 以上の強風が 18 日 0:30 から明け

方 5:00 にかけて吹き続けたことである 17)。この

強風により，沖合に漂流する MP が海岸のある

北方向に輸送され，これが連続的に打ち上げら

れたために漂着量が増加したと推測される 17)。

さらに，台風直後は 3mm 未満の発泡スチロー

ル破片の漂着量が 3.3 倍に増加する 17) など，5

月の調査よりサイズの小さな MP の増加が顕著

であった。この結果は，２．１で述べた「沖合

には沿岸に比べてサイズの小さな MP の漂流量

が多い」という海上の MP の分布とも整合する。

加えて，沖合に漂流する小サイズの MP は，発

泡スチロール破片が多いことが推測される。こ

れを立証するため，今後の荒天時調査の継続が

望まれる。 

 南風が吹くときに漂着量が増加する，という
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の漂着量と材質構成の推移 22) 

試料採取時

の「西暦.月」
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台風時に発生した状況を踏まえて図３を見ると，

2018 年 11 月のデータ以外は寒候期は暖候期に

比べて漂着量が大きく減少する，という特徴が

あることがわかる。この特徴は，相模湾内の他

の定点調査地点でも同様であった 17)。この季節

変動が発生する主要な原因は，季節風と考えら

れる。相模湾沿岸では，1 月には陸域近傍に漂

流する MP を沖合へ運び去る効果が高い北寄り

の風向が卓越し，5 月にはその逆の効果がある

南寄りの風向が卓越する 17)。東西に延びる海岸

線を有する相模湾沿岸では，漂着量はこの季節

風の影響を直接受け，暖候期には寒候期に比べ

て陸域近傍に漂流する MP の密度が高くなり，

漂着量が増加すると推測される 22)。 

２．５ 黒潮の湾内流入がある場合の漂着状況 

 図３において，２．４で言及していない 2018

年 11 月のデータは，黒潮の影響を受けたもので

ある。この調査の 2 週間ほど前から，黒潮軸流

が八丈島の北側を通過し黒潮北縁は新島まで北

上しており，大島西水道（位置を図１に太矢印

で表示）に強い潮流が存在していたことが判明

している 27)。大島西水道は，伊豆小笠原海嶺を

西から東へ横切る黒潮の最北の通路になってお

り，ここを通って相模湾に流入する黒潮の流量

は毎秒 180 万トンと見積もられている 28)。これ

らのことから，この時期の相模湾は黒潮の影響

を受けていたとみて間違いはない。この時期は

すでに季節風の風向は北向きに変わっているた

め，黒潮の影響がなければ漂着量は暖候期より

減少しているはずである。2018 年 11 月は少雨

で降水量は平年値の 26％に過ぎなかったこと

から，河川を通じてもたらされる内陸由来の

MP 量も少なかったと推測される 27)。それにも

かかわらず，漂着量は台風直後の漂着量に匹敵

するほどに増加している。 

 2018 年 11 月のデータで漂着量以外に目を引

く特徴としては，小サイズの MP が多いこと及

び材質としてポリスチレンの比率が高いことの

2 点があげられる。サイズについては，高浜台

の漂着 MP の最頻サイズは図２が 2mm 以上

3mm 未満（全漂着の 20％）であるのに対し，

2018 年 11 月は 1mm 以上 2mm 未満（同 24％）

であり，3mm 未満の発泡スチロール破片の漂着

量は図２に比べて 4.3 倍に増加した。材質につ

いては，全漂着に占めるポリスチレンの比率は

図２が 31％であるのに対し，2018 年 11 月は

76％ 27) であった。2018 年 11 月のデータを見る

限り，黒潮が相模湾に流入するときは，小サイ

ズの発泡スチロール破片の比率が大きく増加す

るといえる。これは，２．４で述べた台風時の

特徴とも一致する。 

 以上の結果から，黒潮流入時に発生する漂着

量増加の要因として，次の 2 つの可能性が考え

られる。 

(I) もともと沖合には小サイズの発泡スチロー

ル破片が漂流しており，これが流入した黒潮

の潮流によって陸側へ輸送され漂着する 

(II) 黒潮には小サイズの発泡スチロール破片が

含まれており，これが直接漂着する 

 (II) の場合，漂着量の増加分には黒潮によっ

てもたらされた外洋由来の MP が含まれる，と

いうことになる。この小サイズの発泡スチロー

ル破片の発生源については，３．７で詳述する。 

２．６ 他海域との比較 

 MP の発生源の違いによる影響を検討するた

め，他海域でも漂着 MP 調査を行った。調査地

は，島根県松江市鹿島町恵曇（えとも）の砂浜，

古浦である（図１の⑥）。集水域面積は 21.7km2

と狭く，その 79％が山林で，MP の発生源とな

りそうな規模の大きな事業所はない。砂浜の北

端に漁港があり，そのさらに北側には海食崖が

発達しており，西から流れてくる対馬海流が海

食崖にぶつかるような地形となっている。砂浜

には佐陀川という水路が隣接しているが，これ

は河川ではなく日本海と宍道湖を結ぶ運河なの

で，宍道湖側から流下物が流れてくることもな

い。この場所で，相模湾が黒潮の影響を受けた

2018 年 11 月に調査を行った。 

 結果は，漂着量が高浜台の 3,100pieces/m2 に

対して古浦が 290,000pieces/m2 と，黒潮の影響

により漂着量が多かった高浜台の約 94 倍に達

した。一方，材質構成はどちらもポリスチレン

の比率が高く（高浜台 76％，古浦 87％），これ

らはすべて発泡スチロール破片であり，最頻サ

イズも 1mm 以上 2mm 未満で共通していた 27)。

その外形的特徴も２．２で述べた概観形状で一

致していた。古浦では，これだけの量の MP の

発生源は陸域に存在しないことから，この漂着

MP の大部分は海域由来と判断した 27)。 

 文献調査により古浦に漂着する大量の発泡ス

チロール破片の由来を調べたところ，発生源は

黄海の韓国沿岸で行われている海面養殖施設の
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フロートの破片である可能性が極めて高いこと

が判明した 27)。これは，2013 年に韓国インチョ

ン沖の黄海上にあるソヤ島で行われた漂着 MP

調査 29)との比較により明らかになったもので，

ソヤ島の漂着状況が古浦にきわめて類似してお

り，漂着 MP の主体である発泡スチロール破片

を海上養殖施設のフロート由来と特定している

ことによる 29)。国内でも，広島湾に漂着する発

泡スチロール破片の発生源はカキ養殖施設のフ

ロートの破片とする報告があり 30)，海面養殖施

設のフロートと MP としての発泡スチロール破

片は，きわめて関連性が高いと考えられる。こ

の事実を東シナ海における黒潮の流れに照らす

と，発泡スチロール破片の古浦への輸送経路が

次のように推定できる。 

 沖縄の西方海上を北東方向に流れる黒潮は，

トカラ海峡を抜けて太平洋に出る手前で北方向

に分派流を分岐する。この分派流は済州島の南

方海上でさらに 2 つに分離し，1 つが黄海暖流

として黄海へ，もう１つが対馬海流として日本

海へ流入する 31)。黄海暖流は黄海の中央付近か

ら流入し北進するが，やがて中国大陸沿岸水及

び朝鮮半島沿岸水として陸域沿岸を南下する流

れとなって黄海を流出する 32)。黄海の朝鮮半島

沿岸に海上養殖施設由来の破片が浮遊するなら，

これは朝鮮半島沿岸水によって南方に押し流さ

れ，東シナ海に出たところで対馬海流に捕捉さ

れ，日本海に輸送される，と考えるのが合理的

である。この推定は，東アジアの海域に漂流す

る MP の起源は黄海や東シナ海 8) とする先行研

究の指摘とも一致するものである。 

 以上の検討から，海域由来とした古浦の漂着

MP は，そのほとんどが対馬海流によってもた

らされた黄海の海面養殖施設のフロートを発生

源とする外洋由来の MP と判断した 27)。つまり，

相模湾沿岸とは事情が異なり，古浦では海岸の

漂着 MP の削減を目的とした陸域の対策はまっ

たく意味を持たないことになる。このように，

発生源対策を考えるうえで，漂着 MP の由来の

探索は極めて基本的かつ重要な役割を担う，と

いえる。 

 

３ 漂着マイクロプラスチックの由来の探索 

３．１ 河川流下マイクロプラスチックの特徴 

 ここまでの検討で，相模湾における大まかな

MP 漂着の機序は判明した。次の課題は，それ

がどこから来るのか，という由来の探索である。

２．２で述べたように，黒潮の湾内流入がない

場合の相模湾の漂着 MP の多くは内陸の発生源

から排出されるので，その発生源と海岸をつな

ぐ経路としての河川の状況把握を行ったところ，

興味深い事実が判明した。それは，河川で検出

できない MP が海岸に漂着していたり，逆に河

川ではふつうに見られる MP が海岸にはない，

というものである。 

 調査の対象とした河川は，海岸の漂着量が少

なかった逗子近傍の田越川を除く 4 河川（図１）

で，2018 年 8 月から 2019 年 3 月に実施した。

試料採取方法は，まだ環境省のガイドライン 33)

が示される前であったため，いくつかの点でガ

イドラインとは手順が異なっている。目合い

0.3mm のプランクトンネットにろ水計を取り付

けた採取器具を流心に浸漬して表層を流下する

MP を採取する点は同じであるが，環境科学セ

ンターの調査では通水量を Grubbs の外れ値検

定の結果から 2m3 以上としており 34)，ガイドラ

インの推奨通水量の 13～14m3 に比べてかなり

少ない。また，MP の分取工程でガイドライン

には 30％過酸化水素水による夾雑物の酸化処

理及び 5.3M ヨウ化ナトリウム溶液を用いた比

重分離が記述されている 33) が，環境科学セン

ターの方法ではこれらを採用していない 34)。海

岸の漂着量はある程度蓄積性のある量であるの

に対し，河川の流下量は瞬時値のため，調査結

果は試料採取のタイミングに大きく左右される。

この調査では期間中に各河川で 4 回または 5 回

調査を行ったが，流下量の最大値/最小値比が

3.4（平作川）～9.4（引地川）とかなりばらつき

のある結果 34) となった。試料採取のタイミング

に加えて通水量の少なさがばらつきを大きくし

ている可能性が否定できない。しかし，期間中

の各河川の加重平均流下量は既往研究 35) と比

較して妥当な数値となっていたことから 34)，各

河川の流下 MP 量の代表性は確保できているも

のと考えている。 

 図４にこの調査から得られた河川流下 MP と

海岸漂着 MP の材質と形態の構成比を示した 34)。

図４において，海岸漂着 MP は黒潮の湾内流入

がなかった 2017 年 5 月から 2018 年 5 月の定点

5 か所の合算値で非定常排出による漂着分を除

いた 21) ものである。まず，図４で注目したいの

は海岸漂着 MP の 52%を占めるポリスチレンが
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河川ではほとんど確認できなかった（＜1％）こ

とである 34)。試料採取時のばらつきや降雨直後

のファーストフラッシュをとらえることができ

なかった 34) ことを考慮しても，河川流下 MP は

ポリスチレンが極端に少ないといえる。これは，

３．２で述べる発生源である陸域におけるポリ

スチレンの少なさと整合している。このことか

らも海岸に漂着する発泡スチロール破片は，内

陸由来以外の MP，すなわち海域由来 MP が多

くを占めることが強く示唆される。 

 次に着目したいのは，河川流下 MP の形態が

海岸漂着 MP に比べて多様なことである。海岸

漂着 MP は 85％が破片だが，河川流下 MP は破

片の比率は 69%とやや低く，繊維（14％）やフ

ィルム（16％）という海岸ではほとんど確認で

きない形態の MP がかなり検出されている 34)。

海岸で繊維やフィルムの漂着がほとんど確認で

きないのは，河口からの流出後の挙動が破片と

は異なるためではないかと考えられる。英国の

17 か所の海岸で行われた調査 36) によれば，ポ

リエチレン，ポリプロピレン，ナイロン，ポリ

エステルなどの繊維が河口や潮下帯の底質から

多数検出されている。4 河川の河川流下 MP の

繊維で最も多かったポリプロピレン（綿など非

プラスチックを含む全繊維中 35％）は，見かけ

比重だけから考えれば破片と同様に near-shore 

trapping14) に起因する海岸への漂着が予想され

るが，海岸漂着 MP の結果からその状況が発生

していないのは明らかである。相模湾において

も，見かけ比重が 1 より大きな他の繊維ととも

に河口や潮下帯に沈降して堆積している可能性

がある。このことから，繊維にはおそらくその

形状により near-shore trapping14) が有効に作用

しないために，破片のように陸と海上を行き来

することはなく，流出後沈降して底質に堆積す

る，という挙動をとるのではないか，と考えら

れる。河川流下 MP のフィルムで最も多かった

材質はポリエチレン（全フィルム中 49％）であ

ったが，同様の理由により海岸には漂着しない

のではないか，と考えられる。 

 河川流下 MP の実態をより詳細に調べるには，

降雨直後の調査及び河口の底質の調査を行う必

要があると考えられる。 

３．２ 主要 3 材質の由来 

 発生源である内陸の調査では，どのような場

所からの排出が多いのか，用途地域別のプラス

チック片の路面堆積量を調べた。調査は鵠沼に

流出する引地川流域を対象に行い，道路の路肩

2m×0.2m の区画に堆積する 1mm 以上のプラス

チック片を採取し，商業，住居，工業，水田の

4 つの用途地域ごとに比較した 37)。どの用途地

域もプラスチック片の材質は海岸漂着 MP に比

べて多様であり，PET や PVC など比重が 1 以

上の材質も多く，車両の走行量の多い場所では

路面塗料の剥離片（主としてアクリル樹脂）も

確認されたが，住居地域は海岸漂着 MP の主要

3 材質の構成比が他地域より突出して高く

（72％，2 番目に高かったのは商業地域の 18％），

質量密度も他地域より有意に大きかった 37)。以

上のことから，住居地域は他の用途地域に比べ

て河川に流出し海岸に到達するプラスチック片

の量が多いと推測され，発生源対策の優先度は

住居地域が一番高いと考えられる。 

 この調査でポリスチレンが採取されたのは住

居地域（構成比 10％）と商業地域（同 7％）だ

けであった。この量は，図２の鵠沼におけるポ

リスチレンの構成比 43％と比較して圧倒的に

少ない。主要 3 材質の他の 2 種の構成比を見る

と，ポリエチレンが住居地域の 25％に対し鵠沼

が 32％，ポリプロピレンが住居地域の 18％に

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海岸

河川

PE PP PS EVA
PA PEster PU その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海岸

河川

破⽚ ペレット 球 繊維 フィルム

図 4 河川流下マイクロプラスチックと海岸

漂着マイクロプラスチックの材質（上

段）及び形態別構成（下段）34) 

材質の PE はポリエチレン，PP はポリプロ 
ピレン，PS は発泡性のものを含むポリスチ 
レン，EVA はエチレン酢酸ビニル共重合体， 
PA はポリアミド，PEster はポリエステル， 
PU はポリウレタンを表す。 
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対し鵠沼が 17％と，ほぼ同等の構成比となって

いる。この海岸のポリスチレンの多さは内陸か

らの流出分だけでは説明がつかず，漂着 MP に

おける発泡スチロール破片は内陸由来以外の

MP，すなわち海域由来の MP が相当量含まれて

いることを強く示唆している。 

３．３ 樹脂ペレット 

 ここからは，相模湾が黒潮の湾内流入がなか

った 2017 年 5 月から 2018 年 5 月の定点 5 か所

に漂着した MP のうち，形態的特徴から発生源

の把握が容易と考えられる MP について，その

由来と漂着の特徴を整理する。まず，MP のリ

スクが世界的に共有されるきっかけとなった樹

脂ペレットから見ていく。 

 樹脂ペレットの発生源は，プラスチック成型

事業所における原料投入時やフォークリフト運

搬時の漏出とほぼ特定されている 38)。樹脂ペレ

ットの海岸への漂着は 1990 年代から指摘 39) さ

れており，当時の調査 40) と比べると漂着量は半

減している 21) ことから，2001 年から実施され

ている日本プラスチック工業連盟による対象事

業所に対する漏出対策指導 41) がある程度奏功

したと考えられる。しかし，依然として全漂着

MP の 3％程度の漂着が続いていることが判明

したため，神奈川県では 2020 年 7 月に神奈川

県生活環境の保全等に関する条例に基づく「環

境への負荷の低減に関する指針」を改定し，樹

脂ペレットの漏出防止対策を新たに指針に規定

した 42)。 

 定点 5 か所の調査では，年間を通じて高浜台

と鵠沼の漂着が多く，逗子では漂着が確認でき

なかった 21)。一般参加型調査においても，三浦

半島と小田原以西では漂着量が大きく減少する

傾向が見られており 25)，樹脂ペレットの漂着は

相模湾沿岸の中央部付近に集中すると推測され

る。相模湾中央部に注ぐ相模川，引地川，境川

等の河川の流域にある工業地域に存在する発生

源からの漏出が疑われる。樹脂ペレットの漂着

量には大きな季節変動が認められなかった。し

たがって，発生源からの漏出は，定常的に発生

していると推測される。 

 漂着した樹脂ペレットの色は，新品に近いも

のから褐色のものまでさまざまなものが混在し

ていた。変色の原因は，添加物のフェノール系

酸化防止剤が劣化してキノン体に変化する 43) 

ことにより発生し，漏出してからの滞留時間が

長いほど発色が強くなる。つまり，採取するま

で相当長い期間相模湾を漂流していたものが含

まれていると推測される。河口から流出した樹

脂ペレットは陸と海上を行き来する過程で一部

が湾内の循環流（図１）に捕捉されるのではな

いかと考えられる。２．３で述べた茅ケ崎ヘッ

ドランドに大量に漂着する樹脂ペレット 25) は，

このような湾内に滞留したものであると推測さ

れる。 

３．４ ビーズクッション封入材 

 粒径 0.8～1.5mm ほどの発泡スチロール製の

小球体の漂着が逗子を除く４か所の海岸で確認

された 21)。調査期間中に採取したこの小球体の

粒径の平均値は 0.9mm であり，2mm 以下のた

め一般参加型調査の対象にはなっていない。発

泡スチロール協会へのヒアリングから，この小

球体はピーズクッションの封入材であることが

判明した 17)。発生源として，当初はこの小球体

の製造事業所と製品クッションの製造事業所を

疑ったが，関係する事業所は流域に存在しなか

ったことから，発生源は家庭ごみとして排出さ

れた製品クッションと特定した 17, 21)。 

 封入材の漂着の特徴は，同一海岸における漂

着量が季節とは無関係に大きく変動し，大量漂

着と消失を繰り返すように見えることである。

例えば，山王網一色では，大量漂着時の漂着量

は 822pieces/m2（全漂着 MPに占める比率 45％）

であったが，消失時にはその 3％にあたる

28pieces/m2（同 9％）まで減少した 21)。この特

徴から，封入材の漂着は不定期に発生する製品

クッションの廃棄時に付随して発生する漏出が

原因と推測される 17, 21)。漏出が起こる場面とし

ては，廃棄された製品クッションの収集，運搬

過程で破れた外皮からのこぼれや粗大ごみとし

て処理施設に持ち込まれた廃棄物の破砕工程で

の漏出などが考えられる 17)。製品クッションの

廃棄は，生ごみの排出のように定常的なもので

はないため，大量漂着は廃棄のタイミングに応

じて散発的に発生すると推測される。製品クッ

ションに入っている封入材の数は，小さな製品

でも数十万個に及ぶため，漏出した封入材が河

川から海域に到達すると漂着量は一時的に急増

する。しかし，その小ささゆえに near-shore 

trapping14) の作用が強く働かないため，漂着し

たものは徐々に沖合に流出し，大量漂着の影響

は次第に消失すると推測される 21)。したがって，
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漂着量は散発的に発生する大量漂着の間隔に応

じて変動することになる。樹脂ペレットの動き

と同様に沖合に出た封入材は湾内の循環流（図

１）に捕捉されている可能性があるが，それを

裏付けるデータは現時点で得られていない。 

３．５ 被覆肥料殻 

 被覆肥料は，肥料成分をプラスチックで被覆

し徐々に溶出させる仕組みをもつ粒径 3～5mm

ほどの機能性肥料であり，追肥の省力化等の効

果が高いことから近年使用量が増えている農業

資材である。内部の肥料成分を溶出し終えた残

骸である肥料殻は，薄褐色のつぶれたボール状

を呈しており，これが 2018 年 5 月の山王網一

色に大量に漂着していた 21)。このときの漂着量

は 4,600pieces/m2（山王網一色の全漂着 MP の

91％）であり，その材質はエチレン酢酸ビニル

共重合樹脂（EVA）が 54％，残りがポリウレタ

ンであった 22)。なお，一般参加型調査でも被覆

肥料殻の漂着は確認されており，定点の調査と

同様に山王川河口など小田原市域の海岸への漂

着が多い傾向が確認されている 25)。 

 被覆肥料殻の MP としての大きな特徴は，漂

着する地域と時期に大きな偏りがあることであ

る。大量漂着が発生するのは，5 月の一時期の

相模湾西部の海岸に限られる。酒匂川流域の小

田原，足柄を中心とする西湘地域の水稲耕作で

は被覆肥料が使用されており，JA 全農かながわ

へのヒアリングによると県内 JA 別の水稲用被

覆肥料の販売量は西湘地域が最も多かった 22)。

被覆肥料殻の漂着は，相模湾の東側の海岸でも

確認されている 21, 25) が，漂着量は販売量を反映

してわずかであり，定点の高浜台では大量漂着

した山王網一色の 2％であった 21)。 

 大量漂着が発生する時期に西湘地域の水田で

行われる作業は，代掻きである。その後の調査

で，代掻き作業中の水を張った圃場には多量の

被覆肥料殻が浮いており，それが用水路を通じ

て酒匂川の支流に流出していることを確認して

いる 44)。つまり，海岸に漂着した被覆肥料殻は，

前年以前に行った施肥によって水田土壌に取り

込まれた被覆肥料が代掻きによって表面に掻き

出され，流出したものと特定した 22)。水田から

水を抜く中干しや落水のときも肥料殻の流出が

発生するが 44)，圃場の土壌を掘り起こす作業が

入る代掻き時の流出量が一番多くなると推測さ

れる。被覆肥料は使用後に光崩壊によって比較

的大きな破片に分裂した後，土壌微生物によっ

て生分解するとされているが，施肥後水田土壌

中に取り込まれたものには太陽光が届かず光崩

壊が起きないために分解が進まず，ほぼそのま

まの状態で海岸に到達したと推測される。 

３．６ 人工芝破片 

 ３．３から３．５で示した 3 種の MP は，い

ずれも一次 MP に区分されるが，この項では典

型的な二次 MP である人工芝破片を見ていく。

人工芝破片は細片化の程度により形態やサイズ

は多様であるが，緑色を呈すること及びあまり

劣化が進んでいない破片の形状から元の製品を

家庭用人工芝及び玄関マットと特定した 21)。こ

の人工芝破片は，その色から海岸でもよく目立

ち見つけやすい MP であり，人工芝由来のもの

は片面が曲面で裏側が平面状を呈し，劣化が進

んでいない場合は細長く短軸側の一端は R加工

を施された形をしたものが多い。この形状から，

人工芝マットの突起部が千切れた破片が流出し

たものと推測される。材質は，86％がポリエチ

レンで残りが EVA であった 21)。ホームセンター

で販売されている人工芝マットは，EVA 製はポ

リエチレン製よりも高価格である。材質の構成

比は，この価格差を反映していると考えられる。

なお，競技場で利用される人工芝破片は家庭用

の人工芝マットとは形状が異なっており，漂着

MP のなかに存在する可能性はあるが，現時点

で明確に競技場由来と特定できる破片は確認で

きていない。 

 人工芝破片は，相模湾沿岸ではどこでも年間

を通じて見つけることができる。平常時には，

漂着の時期や場所の偏りは他の MP に比べて小

さく，定点の調査では，平均で全漂着の 7％を

人工芝破片が占めた 22)。一方，荒天時には，場

所によっては漂着量が大きく増加するケースが

あった。鵠沼では，台風直後の漂着量が他の時

期の 4～6 倍に増加した 22)。漂着 MP 全体でみ

ると，台風時の増加量は他の時期の 1.5～3 倍程

度であり，台風時の漂着量増加の傾向は明らか

に人工芝破片のほうが大きかった。台風時の漂

着量の増加は，２．４で述べたように沖合に漂

流する MP の陸への打ち上げが主体であるが，

人工芝破片の場合はこれに河川の流下 MP の増

加が上乗せされたものと推測される 22)。 

 人工芝破片の元の製品である人工芝マットや

玄関マットは，靴底をこすりつけるような使い
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方をすることが多いため，突起部には剪断力が

働き，経年劣化によって突起部が根元から破断

しやすい。この破断は，天候に関係なく日常的

に発生し，生じた破片は周辺の路面に堆積して

いく。これが，降雨時にファーストフラッシュ

として雨水側溝を経由して河川に流出すると推

測される。荒天時の調査は鵠沼のほかに高浜台

でも行っているが，高浜台で鵠沼のような漂着

量の増加は確認されなかった。このことから，

破片の路面堆積量やファーストフラッシュの影

響は河川によっても異なると考えられる。 

３．７ 発泡スチロール破片 

 最後に，漂着量が一番多い MP であるビーズ

クッション封入材以外の発泡スチロール破片の

発生源を検討する。図２に示すポリスチレンの

高い比率，すなわち小サイズの発泡スチロール

破片の漂着量の多さは，３．１及び３．２で述

べたように内陸由来だけでは説明がつかず，大

部分が海域に由来すると推測される。すなわち，

小サイズの発泡スチロール破片の多くは相模湾

沿岸で発生した MP もしくは黒潮によってもた

らされた外洋由来の MP である可能性が高い。

どちらの寄与が大きいかは現時点で不明である

が，この 2 つの発生源の可能性を考察した。 

３．７．１ 相模湾沿岸の発生源 

 既往研究 29,30)でも指摘されているように，沿

岸海域の主要な MP 発生源のひとつが養殖を含

む漁業である。神奈川県の沿岸漁業生産量は

10,200 トン/年（2018 年）で，このうちの 68％

が定置網漁業 45)であることから，本稿では漁業

生産の主力である定置網漁業をモデルケースと

して，海上における生産工程と陸揚げ後の流通

工程における発泡スチロール破片生成の可能性

を検討した。 

３．７．１．１ 海上における生産工程 

 相模湾では，定置網漁業権が設定される大型

定置網が三浦市諸磯埼から湯河原町福浦にかけ

て20か所46) 設置されている。水産庁の報告書47)

によれば，定置網漁業で排出される廃プラスチ

ックは主としてロープと漁網であり，小型定置

網の場合にはこれに発泡スチロール製フロート

と硬質フロートが加わる。発泡スチロール製フ

ロートを含む小型定置網の廃プラスチック発生

量は定置網面積あたり最大で0.18トン/haである。

これに20か所の定置網の総面積454.1ha46)を乗

じると，相模湾における廃プラスチック排出量

は最大で82トン/年となる。これを広島湾におけ

るカキ養殖のケースと比較する。カキ養殖では

カキパイプ及び発泡スチロール製フロートが主

要な廃プラスチックとして排出され47)，排出量

はカキ筏1台あたり0.071トン/台となる。広島湾

のカキ筏は約 1 万台 48) とされるので，広

島湾全体の廃プラスチック排出量は710トン/年

となる。 

 廃プラスチック全体に占める発泡スチロール

製フロートの比率が不明であるため単純な比較

はできないが，相模湾の数値が発泡スチロール

製フロートが排出される小型定置網の原単位を

大型定置網に当てはめて算出した過大な数値で

あることを考慮すると，漁業活動で排出される

発泡スチロール製フロートは定置網に比べてカ

キ養殖の方が多いと考えられる。廃資材の排出

量は使用中の劣化状況と関連が深いと考えられ

るので，フロート由来の発泡スチロール破片の

発生量もカキ養殖に比べて定置網はごく少ない

と考えられる。前述のとおり広島湾ではカキ養

殖施設のフロート由来の発泡スチロール破片の

漂着が確認されているが 30)，これと比較すると，

相模湾の場合は定置網のフロート由来の発泡ス

チロール破片の発生量は限定的である可能性が

高いと考えられる。 

 これまで海上の発生源に着目した調査は実施

したことがないが，定置網のフロート由来の破

片の発生状況を確認するには，設置地点直近の

海岸における漂着量調査を行う必要がある。 

３．７．１．２ 陸揚げ後の流通工程 

 定置網の漁獲物の陸揚げ後の主要な流通経路

は，漁港へ陸揚げ→選別･加工･出荷→卸売市場

へ配送，というルートとなる。このルート上で

介在する発泡スチロール製品が，使い切りの資

材として漁港から卸売市場への配送に利用され

る発泡スチロール製魚箱である。発泡スチロー

ル製魚箱の国内の年間利用量は，約 9 万トン

（2008 年）との試算値 49)がある。これを単純に

漁獲量（2018 年の国内漁獲量 442.7 万トン 50)）

の比で配分すると，相模湾の定置網漁業では年

間でおよそ 100～200 トンの発泡スチロール製

魚箱が利用される勘定になる。この魚箱からの

破片の発生が想定される場面は，漁港における

梱包･出荷作業，卸売市場における荷解き作業及

び廃棄作業と考えられる。このうち，廃棄作業

は産業廃棄物として処分，場内に設置した発泡
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スチロール減容機を用いて処理，の２通りの

ケースがあるが，取り扱う対象物が商品でなく

なった空箱であるために取り扱いも粗雑になり

がちな廃棄作業中に破片が発生するリスクが一

番高いと考えられる。 

 相模湾沿岸には配送の出発地となる漁港が

20 か所，到着地となる卸売市場が 7 か所ある。

発泡スチロール製魚箱由来の破片の発生状況を

確認するには，これらの漁港及び卸売市場に着

目した調査を行う必要がある。 

３．７．２ 外洋の発生源 

 古浦に漂着する発泡スチロール破片は，２．

６で述べたように朝鮮半島沿岸水によって黄海

を流出した海上養殖施設由来のフロート破片と

して説明がつくが，発泡スチロール破片が太平

洋側へ漂着するには，対馬海流･黄海暖流が分岐

するより前にこれが黒潮に取り込まれていなけ

ればならない。すなわち，相模湾沿岸に漂着す

る発泡スチロール破片が外洋に由来するのであ

れば，中国大陸沿岸に起源をもつものが含まれ

ると考えるのが合理的である。Evans et al. 51) は

衛星搭載レーダーによる観測から 2017 年 6 月

下旬と 10 月下旬にそれぞれ銭塘江と長江の河

口を起点とする MP のプルームが九州沿岸に到

達したことを確認している。また，岩崎 52) は粒

子追跡モデルを用いて長江河口に投入した MP

の挙動を解析し，その一部が年間を通じて黒潮

によって太平洋に流されることを示している。

これらの結果は，東アジアの海域に漂流する

MP の起源は黄海や東シナ海とする Isobe et al. 8) 

の指摘とも一致している。長江と銭塘江はそれ

ぞれ上海の北側と南側から黄海に流入するが，

両河川の河口の沖合には浙江省舟山群島がある。

この海域は，中国最大の漁場であると同時に，

近年は海面養殖が増加している 53)。特に，舟山

群島北部の嵊泗県（しょうしけん）は養殖イガ

イの中国最大の産地であり，その養殖施設は延

縄式 54) とされている。その構造は，イガイ原盤

を付けた垂下連をプラスチック浮標に吊るし，

この浮標を一条あたり 160～170 個取り付けた

ロープを海上に設置するものである 54)。このプ

ラスチック浮標は，写真 55) を見る限り発泡スチ

ロール製と考えられる。その破片がこの海域に

存在すれば，銭塘江や長江の河口を起点とする

プルームに捕捉され，対馬海流･黄海暖流分岐前

の黒潮に取り込まれることが容易に予想される。

２．６で述べたように相模湾沿岸と古浦に漂着

する発泡スチロール破片の外形的特徴が一致す

るという点も，両者がともに海上養殖施設のフ

ロート由来であることを示唆している。以上の

ことから，相模湾沿岸に漂着する発泡スチロー

ル破片は，中国浙江省舟山群島で行われるイガ

イ養殖の施設のフロートに由来する破片を相当

量含んでいる可能性が高いと考えられる。 

 これを立証するには，舟山群島の海域で現に

フロートの破片が発生していること及び黒潮の

本流に発泡スチロール破片が相当量含まれてい

ることを立証するデータを確認するとともに，

2018 年 11 月の一度しか取得できていない黒潮

流入時の漂着 MP 調査をさらに複数回実施し，

発泡スチロール破片の漂着量増加についてさら

に検証を進める必要がある。 

３．７．３ 黒潮流入時の漂着量増加との関係 

 ２．４で述べたように，相模湾の沖合には小

サイズの発泡スチロール破片が多く漂流する，

と推測される。３．７．１．１のように定置網

のフロートから破片が発生すれば，その破片は

直接湾内の潮流により漂流し，３．７．１．２

のように発泡スチロール製魚箱から破片が発生

すれば，その一部が陸風によって海上に輸送さ

れ，同様に漂流することになる。これらが湾内

に常在する循環流（図１） に取り込まれ，沖合

を漂流していることが考えられる。黒潮の湾内

流入時には２．５ (I) に示した動きによりこれ

らの漂流 MP が海岸に漂着すると考えられる。 

 一方，３．７．２のように黒潮に中国沿岸域

由来の発泡スチロール破片が含まれていれば，

黒潮流入時にはこれが２．５ (II) に示した動き

により直接沿岸に漂着する。さらに，湾内に常

在する循環流（図１）は黒潮軸流が相模湾に近

づくほど潮流が強まる 20) ことを考えると，湾内

に流入した黒潮の潮流に含まれる MP はこの循

環流に捕捉され，漂流 MP として湾内に滞留し，

２．５ (I) に示した動きにより海岸に漂着する

と考えられる。 

 

４ 相模湾のマイクロプラスチック漂着の特徴 

 ここまで，2017 年 5 月から 2018 年 11 月に実

施した漂着 MP 調査及び関連する内陸と河川の

調査結果を改めて整理した。この結果から導か

れる相模湾における MP の漂着の特徴を以下に

記載する。 
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(1) 相模湾沿岸の MP 漂着は，黒潮の流路に応

じて黒潮の影響がある場合と影響がない場合

でその状況が異なる。 

(2) 黒潮の影響がない場合，海岸に漂着する MP

の材質はポリスチレンが半分以上を占めその

大部分は発泡スチロール破片であり，次いで

ポリエチレン，ポリプロピレンの順に多く，

この主要 3 材質で全漂着の 90％以上を占め

る。 

(3) 黒潮の影響がない場合，近傍に流入河川が

ある海岸では，内陸由来の MP の影響が大き

くなり，漂着状況は流域の発生源の違いを反

映し，海岸ごとに異なる様相を呈する。近傍

に流入河川がない海岸では，湾内に存在する

循環流に補足された漂流 MP が漂着するが，

漂着状況は潮流と海岸地形に大きく依存する。 

(4) 漂着 MP の内陸の排出源は，プラスチック

片の路面堆積量の状況に照らすと，住居地域

の影響を大きく受けていると推測される。し

かし，内陸のポリスチレンの堆積量は漂着

MP に比べて極めて少ないことから，黒潮の

影響がない場合においても漂着 MP のポリス

チレンの多くは海域に由来する MP であると

考えられる。 

(5) 黒潮の影響がある場合，内陸由来の MP に

海域由来の MP が上乗せされ，その漂着量は

黒潮の影響がない場合の数倍に増加する。こ

のとき，小サイズの発泡スチロール破片の漂

着量が顕著に増加することから，(4)の海域由

来の MP には，小サイズの発泡スチロール破

片が多く含まれると考えられる。さらに，こ

の海域由来の MP は湾内の循環流にも捕捉さ

れ湾内に滞留すると考えられる。 

(6) MP の漂着量は季節変動し，南風が卓越する

暖候期は沖合の漂流 MP が陸に吹き寄せられ

るため漂着量が増加し，北風が卓越する寒候

期は陸域近傍の漂流 MP が沖合に遠ざけられ

るため漂着量が減少する。 

(7) 荒天時に南風が強く吹くような場合にも(5)

の湾内の循環流に捕捉された海域由来の MP

が打ち上げられるため，小サイズの発泡スチ

ロール破片の漂着量が大きく増加する。 

(8) 以上のように，相模湾沿岸では黒潮流入時

には海域由来の MP の漂着が確認されるが，

対馬海流の影響を直接受ける日本海側の海岸

に比べて漂着 MP に対する海域由来 MP の寄

与は限定的と考えられる。 

(9) 河川流下 MP には繊維やフィルムが含まれ

るが，これらは漂着 MP として確認できない

ことから，河口から流出した後河口付近の底

質に沈降し蓄積されている可能性がある。 

(10) 樹脂ペレットは，相模湾中央部付近の海岸

に多く漂着し，季節変動がほとんど見られな

いことから，相模川，引地川，境川等の河川

の流域にある工業地域に存在する発生源から

の定常的な漏出が疑われる。 

(11) ビーズクッション封入材は，製品クッショ

ンの廃棄時における漏出が原因であり，廃棄

のタイミングに応じて散発的に大量漂着を引

き起こすが，次第に沖合に流出するため漂着

量は徐々に減少する。 

(12) 被覆肥料殻は，大量漂着の時期と場所の偏

りが大きく，水田の代掻き時に前年以前に施

肥したものの残骸が小田原周辺の海岸に大量

に漂着する。 

(13) 人工芝破片は，漂着の時期や場所の偏りが

小さく，漂着量は平均で全漂着 MP の 7％程

度を占める。破片の生成は日常的に起こり，

路面に蓄積した破片が降雨時にファーストフ

ラッシュにより流出し海岸に到達すると推測

される。 

(14) 発泡スチロール破片については，沿岸の発

生源として定置網漁業におけるフロート及び

発泡スチロール製魚箱，外洋の発生源として

黄海東岸の舟山群島で行われるイガイ養殖施

設のフロートが考えられるが，その寄与は現

時点で不明である。 

 

５ 漂着マイクロプラスチック調査結果から見

た海洋プラスチック汚染の課題 

 これまで実施した漂着 MP 調査を通じて発生

源を特定あるいは推測できた MP は，３．３か

ら３．７に述べた 5 種類である。ここで，これ

らの MP のもとになった製品が環境中に出たと

きに廃棄物であったかどうかについて考えてみ

る。元の製品が廃棄物であるものは，ビーズク

ッション封入材だけである。樹脂ペレットは工

業原料であり，被覆肥料殻は環境中に放出する

施肥の段階では肥料の容器という機能を保持し

ていることから，いずれも廃棄物には当たらな

い。人工芝破片と古浦に漂着する発泡スチロー

ル破片は元の製品は現に使用しているものであ
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るから，当然のことながら廃棄物ではない。細

片化して MP になってしまえば，それは不要な

プラスチック，すなわち固形状の不要物にあた

るから廃棄物としての要件を満たすが，元の製

品は廃棄物ではないものがかなりあることに気

づく。これは MP だけの話ではなく，粗大なプ

ラスチック漂流物にもあてはまると思われる。

例えば，環境省が 2018 年 11 月に実施した八丈

島の漂着ごみ調査 56) では，プラスチック漂着物

のうち重量比で 45％が漁網，ローブ，発泡フ

ロートなどの製品であった。これらの中には，

製品の使用者には廃棄物という認識はなく使用

中に流出し亡失したものがかなり含まれている

のではないかと考えられる。MP は環境中に出

た「プラごみ」が劣化反応で細片化することで

生成する，と説明されることが多いが，漂着 MP

のもとをたどると，プラごみではないプラスチ

ック，すなわち現に使用しているプラスチック

製品が発生源となっているものがかなり多い状

況が見えてくる。これは，裏を返せばプラごみ

を無くすだけでは MP 問題は解決できない，と

いうことを意味していると考える。ここで，特

に注目したいのは，人工芝破片と古浦に漂着す

る発泡スチロール破片である。元の製品は，ど

ちらも屋外使用を前提としたプラスチック製品

である。MP 対策を進めるのであれば，このよ

うな製品からの破片の生成を低減させる対策が

必要になると考える。 

 昨年施行されたプラスチック資源循環促進法

の第 4 条第 3 項は「事業者及び消費者は，プラ

スチック使用製品をなるべく長期間使用するこ

と」と規定しているが，この条文は屋外で使用

するプラスチック製品に対しては注意深く運用

する必要があると考える。屋外使用のプラスチ

ック製品の使用期間を安直に引き延ばすことは，

破片の生成を促進させる可能性が高いからであ

る。屋外で使用するプラスチック製品は常に紫

外線に晒されているため，室内で使用する製品

に比べて劣化反応は急速に進行するはずである。

紫外線の照射環境下で進行する劣化反応は，反

応速度を遅らせることはできても，停止させる

ことはほぼ不可能と考えられる。反応速度を遅

らせる手段としては劣化防止剤の高性能化など

の方策も考えられるが，添加剤の使用は細片化

したときに発生する成分溶出のリスクを高めて

しまうためデメリットも大きく，寿命を延長さ

せるだけで抜本的な解決策にはならないと思わ

れる。それよりも，劣化反応の発生を見込んだ

上で，劣化による破片の生成が起こる前に製品

自体を交換するという手法をとるのが合理的で

はないかと考える。本項では，これを使用期限

管理と称する。使用期限は製品の材質や使用環

境を踏まえて劣化反応試験からあらかじめ設定

し，使用開始から所定の期間が経過したら製品

の外観に変化がなくても製品を交換する。使用

期限は当然のことながら製品ごとに決める必要

がある。交換後の使用済み製品は専用の回収

ルートを作って行う必要があり，製品交換の手

間も増えるため，その実現は簡単ではない。し

かし，このような使用期限管理の考え方を社会

実装しないと，屋外使用のプラスチック製品か

ら生成する MP を削減することはできないので

はないかと考える。 

 

６ おわりに 

 これまでに実施した漂着 MP 調査から，相模

湾沿岸の MP 漂着の機序は概ね明らかにするこ

とができたと考える。こうした MP 漂着の特徴

を整理することは，削減対策を立案するうえで

重要な知見を提供できるものと考える。例えば，

発泡スチロール破片の由来が黒潮であるなら，

これを対象とした対策を検討しても効果はなく，

ポリエチレンやポリプロピレンに特化した削減

対策を進めるべきだし，住居地域が主要排出源

であるならごみ集積所など住居地域特有の施設

に着目してファーストフラッシュを低減させる

対策の検討を優先させるべきである。大量漂着

を防ぐには，市町村によって異なるビーズクッ

ションの廃棄の方法を統一的に見直したり，す

でに指導が始まっている圃場の水をなるべく用

水路に放出させない浅水代掻きや流出防止のた

めのネットの使用等の対策をさらに普及するこ

とが重要となる。このように，MP の漂着実態

を明らかにすることは，地方自治体にとっては

削減対策のターゲットの絞り込みや優先順位の

決定に対して重要な知見を提供することにつな

がると考える。 

 漂着 MP の調査を開始した 3 か月後の 2017

年 8 月から現在まで，黒潮は大蛇行を継続して

いる。今回の大蛇行は 2005 年 8 月以来 12 年ぶ

りに発生したもので，これまでは長くても数年

で解消していたが，大蛇行期間は観測史上最長
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を継続 57) している。これまでの調査では黒潮の

湾内流入の頻度はあまり高くはない印象であり，

４の(8)では相模湾においては海域由来 MP の寄

与は限定的と評価している。しかし，黒潮が非

大蛇行接岸流路をとるときには典型的な大蛇行

流路の時よりも大島西水道の潮流と湾内の反時

計回りの循環流が強まる 20) との指摘もあるこ

とから，今後，黒潮の大蛇行が解消して非大蛇

行接岸流路をとった場合には，外洋由来の発泡

スチロール破片の漂着量が沿岸全域で増加し，

漂着状況の海岸間の差がほとんどなくなる可能

性がある。また，２．２に示した伊豆小笠原海

嶺を横切る黒潮軸流の位置と湾内の循環流の強

さの関係を考えると，黒潮が非大蛇行離岸流路

をとった場合には発泡スチロール破片の漂着が

ほとんどなくなり，漂着状況の海岸間の差がよ

り顕著に現れるようになる可能性がある。黒潮

の大蛇行が解消した場合には上記のように相模

湾沿岸の MP 漂着状況が大きく変化することが

想定される。今後も，黒潮の動きを注視しなが

ら調査を継続していくことが必要と考えられる。 

 本稿で述べた MP 漂着の特性や個々の MP の

由来に関する知見は，確度の高いものもあれば

十分なデータが取れていないため，必ずしも確

度が高くないものもある。特に，発泡スチロー

ル破片については海域由来 MP に占める外洋由

来 MP の寄与を明らかにすることが必要であり，

また，河川流下 MP のうち海岸で漂着が確認で

きない繊維やフィルムの行方についても今後調

査が必要な課題であると考える。何が不十分な

のかについては本文中に記載したが，今後はこ

うしたデータを補強し，より確度の高い知見を

提供できるよう，検討を進めていくことが重要

であると考える。 
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